
　

（１）　学用品費（月額）の給与

ア　幼稚園等に在園等する奨学生（月額10,000円）　

　イ　小学校、義務教育学校前期課程又は特別支援学校小学部に在学する奨学生

　ウ　中学校、義務教育学校後期課程、中等教育学校前期課程又は特別支援学校中学部に
　　在学する奨学生（月額12,000円）

　ア　高等学校、中等教育学校後期課程、高等専門学校３年以下の学年、専修学校高等
　　課程又は特別支援学校高等部に在学する奨学生

　イ　大学、大学院、高等学校専攻科、高等専門学校４年以上の学年又は専修学校専門

　　課程に在学する奨学生

人

人

48 人

計 59 人
　

計 59 人

国 ・ 公 立
私 立 別

国 ・ 公 立 （月額30,000円） 11 人

私 立 （月額35,000円）

継 続 59

奨 学 生 数 新 規

30 人

計 59 人

計 59 人

国 ・ 公 立
私 立 別

国 ・ 公 立 （月額17,000円） 29 人

私 立 （月額25,000円）

継 続 53 人

奨 学 生 数 新 規 6 人

計 50 人

（２）奨学金（月額）の給与

継 続 46 人

奨 学 生 数 新 規 4 人

令和５年度事業報告書

第１　事業の状況

１　奨学金等給与事業

奨 学 生 数 新 規 14 人

計 62 人

計 16 人

（月額10,000円）

継 続 48 人

継 続 11 人

奨 学 生 数 新 規 5 人
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　ウ　外国の大学又は大学院に在学する奨学生

人

人

人

人

人

人

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) （ ）

　ア　幼稚園等に入園若しくは入所した奨学生又は4月1日において保育施設に在所する

　　 3歳の奨学生（50,000円）

　イ　小学校、義務教育学校前期課程又は特別支援学校小学部に入学した奨学生（80,000円）

　ウ　中学校、義務教育学校後期課程、中等教育学校前期課程又は特別支援学校中学部に
　　入学した奨学生（50,000円）

　エ　高等学校、中等教育学校後期課程、高等専門学校、専修学校高等課程又は特別支援
　　学校高等部に入学した奨学生（50,000円）

奨 学 生 数 新 規 4 人

計 21 人

計 13 人

継 続 17 人

継 続 12 人

奨 学 生 数 新 規 1 人

新 規 0 人

計 7 人

計 2 人

継 続 7 人

（３）　入学等準備一時金の給与

継 続 0 人

奨 学 生 数 新 規 2 人

奨 学 生 数

247
（前年度）

計 16 62 50 59 59

0 29
（前年度）
新　　規 5 14 4 6 0

9 12 9 7 4 0

18 55 51 66 57 1

1

41

248

1 218
（前年度）
継　　続 11 48 46 53 59

総括表 (人）

園児等 小学生 中学生 高校生 大学生等 海外留学生 計

9 43 42 59 53 1

区　　分

207

丙 地 方 （月額 40,000円） 0

計 1 人

甲 地 方 （月額 60,000円） 0

地 域 別 乙 地 方 （月額 50,000円） 1

計 1 人

指 定 都 市 （月額100,000円） 0

継 続 1

奨 学 生 数 新 規 0
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　オ　大学、大学院、専修学校専門課程に入学した奨学生又は高等学校専攻科、高等専門
学校４年生に進級した奨学生（200,000円）

人

　カ　外国の大学又は大学院に入学した奨学生（300,000円）

人

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) （ ）

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) （ ）

　　災害対策基本法第2条に定める災害により被災した奨学生

人

人

人

人

（４）　修学継続支援一時金の給与

(一人につき100,000円) 0

(一世帯につき100,000円) 0

(一世帯につき 50,000円) 0

(一世帯につき 30,000円) 0

0 人

被 災 別 居住する家屋が大規模半壊した奨学生

1 か 月 以 上 の 治 療 を 要 す る
重 傷 を 負 っ た 奨 学 生

居 住 す る 家 屋 が 全 壊 し た 奨 学 生

居 住 す る 家 屋 が 半 壊 し た 奨 学 生

0 66

（前年度）

計 2 7 13 21 23

61

0 7
（前年度）
新　　規 2 0 1 4 0

4 1 3 1 2 0

4 6 21 20 10 0

11

0 59
（前年度）
継　　続 - 7 12 17 23

総括表 (人）

園児等 小学生 中学生 高校生 大学生等 海外留学生 計

- 5 18 19 8 0

区　　分

50

奨 学 生 数 新 規 0 人

計 0 人

計 23 人
 

継 続 0

継 続 23

奨 学 生 数 新 規 0 人
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9計 3 6 △ 1 6 △ 5

実
人
員

継　続 11 48 46 53 59 1

増
減

0

計 16 62 50

0

計 13 56 51 53 64

4

新　規 △ 1 4 0 4 △ 2 0 5

1 247

継　続 4 2 △ 1 2 △ 3

59 59

218

新　規 5 14 4 6 0 0 29

1 238

1 214

新　規 6 10 4 2 2 0 24

 海外留学生 計 (人)

4 6

計
画
人
員

継　続 7 46 47 51 62

1

1 247

 

（６）　奨学生の計画人数と実人数の対比

区　　分 園児等 小学生 中学生 高校生  大学生等 

合　　　　計 16 62 50 59 59

計 5 14 0 0 29

新
規
奨
学
生

12ヶ月 

（R5.4～R6.3)

7ヶ月
1

218

（R5.9～R6.3)

（R5.4～9)

28

計 11 48 46 53 59 1

5 13 4 6

大学生等 海外留学生

継
続
奨
学
生

12ヶ月 
11 48 46 53 58 1

（５）　奨学金等の給与月数及び期間

奨学生　 学用品費 奨学金
合計(人)

　期  間 園児等 小学生 中学生 高校生

217
（R5.4～R6.3)

6ヶ月
1 1
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（７）　学生別・学年別　奨学金等給与状況

（単位：千円）

合計 128 16,510 22 1,310 17,820

3 15 2,160 2,160

計 50 7,200 13 650 7,850

650 2,522

2 22 3,168 3,168

62 7,390 7 560 7,950

中
学
生

1 13 1,872 13

1,440

5 14 1,630 1,630

6 12 1,440 1,440

1,400

2 7 840 840

3 10 1,200 1,200
小
学
生

1 7 840 7 560

4 12 1,440

計

ア　学用品費（幼稚園等、小学校、中学校等）

学校学年
学　用　品　費 一時金

合計
人数 金額

計 16 　 1,920 2 100 2,020

5歳 　 8

人員 金額

960　 960

340

4歳 　 6 　 720 720園
児
等

3歳 　 2 　 240 2 100
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（単位：千円）

5,650 44,363
私　立 78 29,085

合　計 118
国公立 40 9,628

44

23 4,600 28,540
私　立 48 20,160

400 1,120
私　立 0 0

大学生等 59
国公立 11 3,780

計 2
国公立 2 720

2

大
学
院
生

6 0
国公立

0
私　立

5 0
国公立

0
私　立

0
私　立

4 0
国公立

3 0
国公立

0
私　立

2 0
国公立

0
私　立

720
2 400 1,120

私　立

4,200 27,420
私　立 48 20,160

1 2
国公立 2

計 57
国公立 9 3,060

21

6 0
国公立

0
私　立

5 0
国公立

0
私　立

4,200 12,540
私　立 16 6,720

1,050 15,823
私　立 30 8,925

4 11
国公立 1 360

4,560
私　立 10 4,200

3 16
国公立 1 360

6,660
私　立 15 6,300

大
学
生

1 21
国公立 5

計 59
国公立 29 5,848

21

4 0
国公立

0
私　立

高
校
生

2 9
国公立 2 720

3,660
私　立 7 2,940

1,620
21

3 19
国公立 9 1,717

4,717
私　立 10 3,000

2,040
  4,740

私　立 9 2,700

21 1,050 6,366
私　立 11 3,225

1 21
国公立 10 2,091

2 19
国公立 10

イ　奨学金（高等学校、大学、大学院等）

学校学年
奨　　　学　　　金 一時金

合計
人員 金額 人数 金額
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（単位：千円）

（内 一時金） 66 1,310 5,650 6,960

総計
人員 学用品費 奨学金 総合計

247 17,820 44,963 62,783

計 1 600 0 0 600

0 600
丙地方 0 0 0 0 0

0 0 0
留学生計 1

指定都市 0 0 0

乙地方 1 600 0

0
丙地方 0

大
学
院

1 0

2

0 0
甲地方 0 0

0
甲地方 0

計 0

指定都市

乙地方

0

指定都市

乙地方

甲地方 0

0
丙地方 0

0
甲地方 0

丙地方 0

丙地方 0
指定都市

乙地方

大
学

1 0

2

0

0
甲地方 0

計 1

0

指定都市

乙地方 1 600 0

0
丙地方 0

0
甲地方 0

0 600

4 0

指定都市

乙地方

600
丙地方 0

0
甲地方 0

3 1

指定都市

乙地方 1 600

0
丙地方 0

0
甲地方 0

0

指定都市

乙地方

0
丙地方 0

0
甲地方 0

指定都市

乙地方

学校
奨　　　学　　　金 一時金

合計
人員 金額 人数 金額

ウ　奨学金（外国の大学等に留学した奨学生）
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（８）都道府県別　奨学金等給与状況 （単位：千円）

247 62,78359 15,823 59 28,540 1 600
0 0

合計 16 2,020 62 7,950 50 7,850
沖縄

九
　
　
　
　
州

1 420 6 1,142
480

鹿児島 2 240 3 482
1 360 2

5 1,924
宮崎 1 120

3 804 2 1,120
4 1,260

大分
1 300 2 840熊本 1 120

3 384
0

長崎 2 240 1 144
0
8 2,292

佐賀
2 554 1 560 1 600

1 120
福岡 1 170 1 120 2 288

5 1,234
高知 1 120

1 254 1 620愛媛 3 360
1 70

339
香川 1 70

339 2
892

四
　
国

徳島 2
554 4

1 144
山口 2 338 2

144 1 300
1 560

岡山 4 480 1
1 560島根

840 2 840

6 924

中
　
　
国

鳥取
2

広島 1 144

4 938

近
　
　
畿

滋賀

和歌山

0 0

2,196
奈良 2 288 2 650

458 2 1,040 9
23 5,742

兵庫 1 120 2 240 2 338 2
2 504 6 3,120

16 5,008
大阪 2 290 6 720 7 1,108

144 4 1,084 7 3,220
1 420

京都 1 120 3 440 1
1 420

0 0
4,038

三重
1,470 3 1,800 15

7 1,616
愛知 1 120 3 360 2 288 6

4 1,108
1 204

岐阜 1 120 2 388
1 204福井

2 840 6 1,608
420

石川 1 120 1 144 2 504
1 420 1

3,748

中
　
　
部

富山
604 4 1,880 15

0 0
静岡 3 360 5 760 1 144 2

2 540
長野

1 420
7 1,462

山梨 1 120
2 288 2 554 1 380

2,500 9 3,368
新潟 2 240

1 194 2 554 5
2 840 10 2,636

440
千葉 1 120 4 726 3 950

3
4 794

埼玉 3 440
2 554

6 1,346
群馬 2 240

626 1 300 1 420
3 360

栃木 4

関
　
　
　
　
東

茨城 3 360

神奈川 1 120

9 4,320 29 8,212
0

東京都 4 480 2 240 6 914 8 2,258
0
2 540

福島
1 420

1 204
山形 1 120

1 204秋田
2 400

384
宮城 2 400

3
11 1,870

岩手 2 240 1 144
3 758

6 1,684

東
　
　
北

青森 1 120 4 560 3 432
2 1,180

給与額 人数 給与額

北海道 3 360 1 144

給与額 人数 給与額 人数 給与額 人数都道府県名 人数 給与額 人数 給与額 人数

学生別
合計

園児等 小学生 中学生 高校生 大学生等 海外留学生

奨 学 金学 用 品 費
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２　生活指導相談事業

（１）「ふれあい」の発行

　一般財団法人日本宝くじ協会からの助成を得て「ふれあい」を発行した。

（２）　事務局ノートの発行

（３）ふれあい相談活動

３　奨学生等調査事業

　警察庁、都道府県警察の協力を得て被害遺児等の実態調査を実施

４　支援金支給事業

　警察庁、都道府県警察、犯罪被害者支援団体等の協力を得て実施　　

　

52前　年　度

　奨学生保護者からの意見、要望、悩み等の生活相談について積極的に対応するとと
もに、近況報告の中でいただいた意見、希望・要望等を真摯に受け止め基金が行って
いる事業の推進・改善等への参考とした。

支給者数

０人

申請者数

０人

対象家庭 家庭数

19

21

29

25

4

2

発 行 年 月 日 発 行 番 号 発行部数 備　　考

令和5年6月20日 No.130 187 奨学生家庭、警察庁、都道府
県警察本部犯罪被害給付事務
担当課等に配布し、意思の疎
通と事務処理の迅速、適正化
を図った。

令和 6年 2月 1日 No.131

奨学生家庭からの
相談件数

奨学生本人からの
お便り

保護者からの
お便り

卒業生からの
お便り

44

区　　　分

令和５年度

202

計 ２　回 389

犯罪被害者等で現に
著しく困窮している人

警察庁はじめ都道府県警察の協力を得て殺人等凶悪事
件について被害実態を調査し、令和5年度中に 33人の
奨学生応募者を確認し、29人を選考採用した。

令和 6年 1月 1日
ふ れ あ い 新 年 号

No.165 6,100

計 ４　回 24,400

令和5年4月15日
ふ れ あ い 春 季 号

No.162 6,100 奨学生家庭、同OB・OG家庭、
評議員、役員、選考委員、関
係中央官庁、国立国会図書
館、全国警察機関、都道府県
知事、教育委員会、各種協力
団体、寄附者等に配布し、被
害者等の心の交流を図るとと
もに、基金事業に対する理解
と社会連帯共助の精神的基盤
の確立を図った。

令和 5年 7月 1日
ふ れ あ い 夏 季 号

No.163 6,100

令和5年10月1日
ふ れ あ い 秋 季 号

No.164 6,100

備　　考

対　象　者 備　　考

殺人等凶悪事件
被害家庭 21

発 行 年 月 日 誌 名 ・ 発 行 番 号 発行部数 備　　考
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５　調査研究助成事業

６　広報・啓発事業

（１）小冊子等を発行して地方公共団体、警察関係機関等に配布した。

７　共催・協賛等事業

（１）「全国犯罪被害者支援フォーラム2023」の開催

（２）「犯罪被害者週間全国大会2023～いのち・きぼう・未来」の協賛

　犯罪被害者団体ネットワーク主催の標記大会に協賛し、経費の一部を負担した。

（３）被害者支援センター相談員の育成強化推進への助成

８　事務所移転

被害者支援におけるオンラインカウンセリング実施に関する調査：有効性・実用
性・実施上の問題点・留意事項（交付助成金150万円）

地方公共団体における犯罪被害者等のため総合的対応窓口の稼働状況と充実化に
向けての検討（交付助成金150万円）

市町村における犯罪被害者等支援条例の制定率低迷の要因とその対策
～アンケート調査等により問題点を究明し制定促進の在り方について考察～
（交付助成金100万円）

〇

〇

　令和6年1月、上記3件の調査研究代表者から中間報告がなされ、それぞれ、ほぼ計画通
り調査研究が進捗していることが確認された。

　入居していた平河町共済ビルの建替えに伴い、令和5年9月25日、基金事務所を「千代
田区麹町1丁目8番地エミナビル」に移転し、登記等の法定手続を完了した。

　公益社団法人全国被害者支援ネットワーク、日本被害者学会、警察庁等と共催で
表記フォーラムを開催し、経費の一部を負担した。

　全国の被害者支援センターで支援に関わっている相談員の育成強化を推進するた
め、公認心理師国家資格取得費用について助成を行った。

配 布 年 月 日 資料名 作成数 備　　　考

　小冊子
　明日の笑顔のために

148,000部 基金事業を広く一般に周知し、犯罪
被害者等に対する理解と潜在遺児等
の絶無を期するため、都道府県市区
町村、警察関係機関等に配布した。

令和5年10月1日
　ポスター 13,505枚

〇

　政府の策定した「第４次犯罪被害者等基本計画」で指摘のあった、被害者等に対する
支援の問題点と課題を踏まえ、支援の手が十分に行き届いていない犯罪被害の実情と支
援の在り方等について、多角的見地からの調査研究に助成を行うこととしている。

　今回、令和5年2月に開催された、助成審査委員会において最終選考された以下３件に
対し、令和5年4月、助成金を交付して各調査研究が開始された。
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第２　　庶務の概要

１　評議員、役員等に関する事項

（１）評議員　任期４年　現在数９人（定数７人以上１３人以下）

令和６年３月３１日現在

 

 

 

 

 

 

 

 

全国防犯協会連合会
代表理事兼専務理事

〃 黒 木 慶 英 〃

〃 坂東眞理子 R5.06.20～R9.06

〃 三 枝 成 彰 R5.06.20～R9.06 〃 作曲家

〃 鈴 木 宣 幸 R5.06.20～R9.06 〃

全国警備業協会専務理事

〃 昭和女子大学総長

役　職 氏　　名 任　　期
常勤・非
常勤の別

職名(現在の本務）

評議員 甲斐中辰夫 R5.06.20～R9.06 非 常 勤 弁護士 卓照綜合法律事務所

R5.06.20～R9.06

〃 田 中 法 昌 R5.06.20～R9.06 〃

日本雑誌協会専務理事

〃 椎 橋 隆 幸 R5.06.20～R9.06 〃 中央大学名誉教授・弁護士

〃 林 恭 一 R5.06.20～R9.06 〃 日本新聞協会理事・事務局長

〃 石 田 高 久 R5.06.20～R9.06 〃 警察職員生活協同組合理事長
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（２）役員

　　　理事　任期２年　現在数８人（定数６人以上９人以下）

　　　監事　任期２年　現在数２人（定数２人又は３人）

令和６年３月３１日現在

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監　事 中 川 清 明 R5.06.20～R7.06 〃 弁護士　香水法律事務所

〃 白 岩 祐 子 R5.06.20～R7.06 〃 埼玉県立大学准教授

〃 髙 綱 直 良 R5.06.20～R7.06 〃 警察共済組合理事長

役　職 氏　　名 任　　期
常勤・非
常勤の別

職名(現在の本務）

理事長 草 刈 隆 郎 R5.06.20～R7.06

専　務
理　事

田 村 正 博 R5.06.20～R7.06 常 勤

弁護士右田・深澤法律事務所〃R5.06.20～R7.06深 澤 直 之〃

非 常 勤 　

理事長
代　行

國 松 孝 次 R5.06.20～R7.06 〃

〃 山 上 皓 R5.06.20～R7.06 〃 東京医科歯科大学名誉教授

理事 細 井 洋 子 R5.06.20～R7.06 非 常 勤 東洋大学名誉教授

〃 伊藤冨士江

日本防災士機構会長

R6.03.21～R7.06 〃 元上智大学教授
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（３）　奨学生選考委員会委員

　　　　任期５年　現在数６人（定数５人以上８人以下） 令和６年３月３１日現在

 

 

 

 

 

 

（４）　支援金支給審査委員会委員

　　　　任期５年　現在数５人（定数５人以上８人以下） 令和６年３月３１日現在

 

 

 

 

 

（５）　調査研究助成審査委員会委員

　　　　任期５年　現在数５人（定数５人以上８人以下） 令和６年３月３１日現在

 

 

 

 

 

慶応義塾大学法学部教授

川 出 敏 裕 R3.08.04 ～ ５年間 〃

〃 藤 田 有 祐

〃 田 村 正 博 R5.06.20～在職期間 〃
公益財団法人
犯罪被害救援基金専務理事

役　職 氏　　名

非 常 勤

元上智大学教授

任　　　期 職名(現在の本務）

委　員 太 田 達 也 R3.08.04 ～ ５年間

警察庁
犯罪被害者等施策推進課長

〃
公益財団法人
犯罪被害救援基金専務理事

〃

R5.06.20～在職期間

R5.10.17～在職期間 〃

常勤・非
常勤の別

東京大学大学院
法学政治学研究科教授

〃 伊藤冨士江 R3.08.04 ～ ５年間 〃

警察庁
犯罪被害者等施策推進課長

〃 田 村 正 博

〃 田 村 正 博 R5.06.20～在職期間 〃
公益財団法人
犯罪被害救援基金専務理事

〃 佐 藤 昭 一 R5.08.29～在職期間 〃 警察庁捜査第一課長

〃 山 口 博 R6.02.19～在職期間 〃
警視庁総務部参事官
企画課長事務取扱

〃 藤 田 有 祐 R5.10.17～在職期間 〃

〃 大久保恵美子

〃 川 出 敏 裕 R3.06.01 ～ ５年間 〃
東京大学大学院
法学政治学研究科教授

役　職 氏　　名 任　　　期

〃 関 口 真 美 R5.10.17～在職期間 〃
警察庁長官官房参事官
（犯罪被害者等施策担当）

委　員 伊藤冨士江 R4.09.08～ R8.06  〃 元上智大学教授

常勤・非
常勤の別

職名(現在の本務）

委　員
医療法人社団 青山会
青木病院院長

飛鳥井 望 R3.06.01 ～ ５年間 非 常 勤

公益社団法人
被害者支援都民センター理事

役　職 氏　　名 任　　　期
常勤・非
常勤の別

職名(現在の本務）

R3.06.01 ～ ５年間 〃

委員長 藤 田 有 祐 R5.10.17～在職期間 非 常 勤
警察庁
犯罪被害者等施策推進課長
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（６）　職員に関する事項 令和６年３月３１日現在

２　会議に関する事項

（１）　評議員会

○ 任期満了に伴う役員の選任 承 認 ・ 可 決

報告１ 監事監査報告

報告２

承 認 ・ 可 決

職   制 氏   名 採 用 年 月 日

中 村 恵 一

令和４年度事業報告

報告３ 主たる事務所の移転

令和6年3月21日 報告２ 令和６年度収支予算書

平成4年4月20日

主 事 村 松 明 博 令和5年4月1日 総 務 ・ 経 理 事 務

報告４ 規程の整備について

開 催 年 月 日 審議結果

副 主 幹 迫 田 ミユキ

議 事 事 項

事 務 局 長 田 盛 正 幸 令和元年7月1日 事 務 の 総 括

参 事

奨 学 ・ 経 理 事 務

令和元年6月1日 総 務 ・ 経 理 ・ 奨 学 事 務

令和5年6月20日

○ 令和４年度貸借対照表等の承認

報告１ 令和６年度事業計画

○ 

報告３
代表理事及び業務執行理事の職
務執行状況

理事の選任

承 認 ・ 可 決

職　　　務

○ 任期満了に伴う評議員の選任 承 認 ・ 可 決
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（２）　理事会

承 認 ・ 可 決

議 事 事 項 審議結果

承 認 ・ 可 決

開 催 年 月 日

承 認 ・ 可 決

○ 令和４年度事業報告の承認 承 認 ・ 可 決

主たる事務所の移転 承 認 ・ 可 決

○
任期満了に伴う新常勤役員の年棒報酬
額

承 認 ・ 可 決

令和5年6月1日

○ 令和４年度貸借対照表等の承認

報告１

報告３ 職指定委員の委嘱報告

監事監査報告

報告２
代表理事及び業務執行理事の職
務執行状況

承 認 ・ 可 決

特別寄附金の受領

犯罪被害者等に対する支援金支給規程
の一部改正

○

○ 令和６年度事業計画

承 認 ・ 可 決

承 認 ・ 可 決

承 認 ・ 可 決

○

承 認 ・ 可 決

承 認 ・ 可 決

○ 臨時評議員会の招集

報告１
代表理事及び業務執行理事の職
務執行状況

報告２ 職指定委員の委嘱報告

報告３

令和6年3月4日

○ 奨学規程の一部改正 承 認 ・ 可 決

○ 令和６年度収支予算書

○ 財産管理運用規程の一部改正

評議員会に提案する理事の候補者

○
奨学生選考委員会、支援金支給審査委
員会及び調査研究助成審査委員会の委
員選出

○
奨学規程、支援金支給規程及び調査研
究助成規程の一部改正

承 認 ・ 可 決

令和5年10月13日

承 認 ・ 可 決

○

令和5年6月26日 ○
代表理事（理事長、理事長代行）及び
業務執行理事（専務理事）の選定

○ 定時評議員会の招集 承 認 ・ 可 決

○
評議員会に提案する理事及び監事の候
補者

承 認 ・ 可 決

○ 評議員会に推薦する評議員の候補者
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（３）　奨学生選考委員会

（４）　支援金支給審査委員会

（５）　調査研究助成審査委員会

開 催 年 月 日 議 事 事 項 審議結果

開催なし　

結　　　　果

結　　　果

議　事　事　項

申請なし　

令和5年9月12日 奨学生の選考
選考対象者　　10 人

結果　10 人を奨学生候補者として選考

結果　19 人を奨学生候補者として選考

開 催 年 月 日

令和6年3月27日 奨学生の選考
選考対象者　　23 人

開 催 年 月 日 議事事項
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３　寄附に関する事項

25,070,272

1,100,000

年　月 件　数 金　　　額 備　　　考

％

８１ 件増 9.94 ％ 増
12 151 3,645,329

○　全体の前年度対比

件数

4

％ 増

63.59

前年度対比 48 件

※　特別寄附金

年

3 75 793,789
２ 件

円増 88.96

円

年

合 計 896

101 936,411
４０２ 件

％

124 8,890,774

10
15,942,648 円

前年度対比 5 件 増 127,121 円 増

％

9 40 506,135
○　個人からの寄附

全体に占める割合

増
11

○　ふれあいの箱を通じての寄附

増 11,396,783 円

8

令
和

1 83 3,626,886
金額 11,802,459

2 67 981,422
６

1,255,960
全体に占める割合 20.98

令
和

7 51 1,642,752
○　法人・団体からの寄附

６３

6 49 822,538
前年度対比

５

件 3,867,277 円

43

57 437,973

（単位： 円）

28 件

全体に占める割合 15.43
5 55 1,530,303

４３１

増 278,555 円 増

件 5,260,347 円
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４　監督官庁等への書類提出等

事業報告書の附属明細書はありません。

宛

令和6年3月22日 令和６年度事業計画書等の提出 内 閣 府 宛

令和5年6月22日 令和４年度事業報告等の提出

令和 5年 4月 3日 変更の届出（定款の変更）

年 月 日

令和5年6月23日 令和４年度正味財産増減計算書の提出 麹 町 税 務 署 宛

事　　項 備　　考

令和5年7月20日 内 閣 府 宛

内 閣 府 宛

内 閣 府

令和5年10月6日 内 閣 府 宛

変更の届出
（評議員、理事、監事の就任・退任）

変更の届出
（主たる事務所所在地の変更、理事の辞任）
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